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１．はじめに 

モータリゼーションの進展により，公共交通の利

用者の減尐が進行したことに加え，道路運送法改正

による公共交通事業への参入・撤退の緩和により事

業者の不採算路線からの撤退が容易になったことで，

公共交通の衰退はより深刻なものとなっている．一

方，超高齢社会となった日本では，公共交通を必要

とする人々は増加傾向にあり，交通弱者の移動確保

が自治体の大きな課題といえる． 

このような現状の中，交通空白地域の解消や交通

弱者の移動確保のため自ら公共交通を運営する自治

体が増加している．日常生活の中で必要不可欠な交

通は生活交通と呼ばれ，特に自治体が主体となって，

路線の計画や事業の運営をするものはコミュニティ

バス（以下コミバス）と呼ばれる． 

しかし，利用者の尐ない地域に高頻度・低運賃な

廃止代替路線を運行し続けるなど，計画段階での検

討の不備も多く，公共性の強い生活交通の導入効果

についての定量的な評価もあまり行われていない． 

本研究では，生活交通の導入時や再編を検討する

際に，提供する運行計画に対する利用者数の予測や，

行政負担額，地域のサービスレベルを予測可能な運

行計画支援システムの構築を目指す． 

以下の手順で研究を進める．まず，コミバスの導

入状況およびその評価に関する現状を把握するため，

岐阜県の導入地域を対象に事例調査を実施する．次

に，先行研究 1)を参考にして，生活交通システムの

多面的な効果の評価方法を検討する．以上を踏まえ，

生活交通に求められる機能を整理した上で生活交通

支援システムを構築する． 

２．生活交通の現状把握 

2-1 運行事例調査 

図 1 に，コミバスの運行事例を形態別に整理した

結果を示す．運行形態としては「乗合定期路線」型

が多く採用されている．路線・ダイヤ共に固定の方

が利用者にとって分かりやすいことや，「廃止代替路

線」として運行されているコミバスもあり，従来の

路線を引き継いで運行しているためと考えられる． 

また料金体系について整理を行った結果，一回の

乗車で利用者が払う運賃を 100 円に設定しているコ

ミバス事業が 6 割であり，利用者が利用しやすいよ

うな運行形態・運賃体系を取る傾向が強いといえる．  

図 2 に，年間の総走行距離と輸送人員の関係を示

す．年間総走行距離が同じコミバス事業でも輸送人

数にかなりのバラつきがみられる．このことから，

地域の需要に対して，運行されているコミバスの規

模や運行形態が整合していない可能性が示唆される． 

2-2 生活交通の多面的評価の必要性 

以上より，岐阜県においては路線を維持し，効率

性の低い状況を続けているコミバス事業も見られ，

自治体への負担が大きいものとなっていることがｗ

かった．したがって，数字として明確にあらわれる

収支率のみが過度に強調され，自治体負担を減らす

ために路線の縮小・廃止が議論される可能性がある．

 

 

図 1 運行形態別の事例数 1) 

 

図 2 総走行距離と輸送人数の関係 2) 



コミバスの導入目的は「移動の確保」という公共性

の高いものであり，それを計量化するための方法も

検討していかなければならない．本研究では，生活

交通の多面的な効果を見るために，山川ら 3)がまと

めた評価軸を参考にして，導入効果・再編時の利便

性向上の程度を見ていくことにする．具体的には，

対象地域の年齢データや居住データなどから生活の

しやすさを表す QOL 指標，公共交通の利用しやす

さを表す CS 指標などを算出し，導入・再編の効果

を総合的に評価することとする． 

３．生活交通サービス導入・再編計画支援モデル 

本研究で構築をめざす生活交通サービス導入・再

編計画支援システムの全体像を図 3 に示す．本研究

で構築する生活交通サービス導入・再編計画支援シ

ステムは，先行研究 4)で構築した DRT 導入計画支援

システムを発展させる．先行システムでは，人口や

年齢分布などの社会経済指標をインプットデータと

し，所与の DRT の運行条件を指定することでその利

便性や導入効果を試算する．利用者が事業者の設定

した経路と，生活交通（DRT）を利用しない場合（タ

クシーを想定）のコストを比較し，一般化費用が小

さい方を選択するものとした．これより，運行時の

最適経路や必要経費を検討することができる． 

本研究では，先行研究で構築された車両割り当て

モデルに，a)バス停設置位置の検討を可能とするた

めの潜在需要推定モデル，b)多面的評価を可能とす

るための評価値算出モデル，c)コミバス運行時の利

用人数を予測可能な運行シミュレーションの 3 モデ

ルを加え，新たに生活交通サービス・再編計画支援

モデルを構築した．潜在需要推定モデルは，個人・

世帯属性，目的地までの所要時間や利用者コストか

ら，生活交通の潜在需要を推定する．具体的には，

GIS のメッシュごとに各種の社会経済指標を算出し，

より生活交通の需要が高い地区を抽出する．また，

目的地までの最短距離や所要時間を算出し，コミバ

スを利用しない場合に発生する利用者のコストを比

較することで，エリア別の潜在需要者数を推定する． 

評価値算出モデルでは，多面的な評価の考え方を

適用し，事業者サイドだけでなく，行政および利用

者の立場に立った様々な評価指標の算出を行うこと

で，コミバスの導入や現行のサービスについて多側

面からの評価を行う．運行シミュレーションでは，

上記で得られたデータをもとに想定するサービスに

対するコミバス利用人数をシミュレーションし，設

定したサービスに対する利用者数や最適料金，結果

として得られる評価指標の変化について計算する． 

 また，コミバスと DRT 導入に関する需要の比較や，

潜在需要データからコミバスの一部を DRT 運行さ

せた場合の需要予測を行うことで，より地域にあっ

た交通形態の把握も可能である． 

４．おわりに 

 本稿では岐阜県における生活交通の導入事例調

査から運行実態や運行特性を把握し，生活交通サー

ビス導入・再編計画支援モデルを示した．今後は，

岐阜県美濃市をケーススタディ地域とし，構築した

システムを用いてコミバスの再編について評価を行

う．算出結果については講演時に発表する． 
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図３ 生活サービス導入・再編計画支援モデル 


	headerL257: IV-011
	headerR257: 土木学会中部支部研究発表会 (2012.3)
	NextPage257: -257-
	headerL258: IV-011
	headerR258: 土木学会中部支部研究発表会 (2012.3)
	NextPage258: -258-


